
 令和８年４月 30 日総合調整会議 
【資料 1】  

栗東市立自然体験学習センター（森の未来館）の 

設置及び管理に関する条例等の改正について 
 

【 条例・規則の改正理由 】 

  栗東市立自然体験学習センター（森の未来館）は、金勝山周辺施設のあり方検討等を経 
 
て、施設の設置目的である「青少年の育成」や「生涯学習の振興」の教育施設としての役割 
 
を維持しながら、これまでの宿泊研修や自然体験学習だけではなく、第二期栗東市観光振 
 
興戦略との整合性を図り、山の施設を、自然資源を有効活用するための施設として位置づ 
 
け、レクリエーション活動や観光などを通じ、幅広い利用者の受け入れや施設利用の活性化 
 
を目指し方針転換を行うもの。 
 
  また、指定管理者の更新時期を迎えていることから、制度の見直し行う適切なタイミングで 
 
あることを踏まえ、利用料金も含め関連する本条例、規則について改正を行うもの。 
 
 

【 条例の主な改正内容 】 

  ・設置及び目的（第 1 条）、事業（第 3 条）の見直し 

  ・利用の手続（第 18 条）の見直し 

・利用の許可（第 19 条）の見直し 

・利用料金（第 21 条及び別表）の見直し 

  入館料の削除、キャンセル料設定、障害者等の料金設定 

 

【 規則の主な改正内容 】 

・再委託の禁止（第 5 条）の削除 

・使用者の範囲（第 6 条）の削除 

・利用の申請時期の見直し（第 7 条） 

・利用者の遵守事項の一部見直し（第９条） 

 

【 新規規則の主な内容 】  ※教育委員会の規則整理による 

・ 指定管理の手続（第 2 条） 

・ 協定に定める事項（第 3 条） 

・ 事業報告書（第 4 条） 

・ 利用料金（第 5 条） 

 

【 スケジュール 】 

 令和８年４月        教育委員会 意見聴取 

 令和８年６月         ６月議会（条例改正） 

 令和９年４月         施行 
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【資料２】 

栗東市立自然体験学習センターの設置及び管理に関する条例新旧対照表 

現行 改正案 理由 

栗東市立自然体験学習センターの設置及び管理に

関する条例 
栗東市立自然体験学習センターの設置及び管理に

関する条例 
 

平成１９年１０月１日 平成１９年１０月１日  

条例第１９号 条例第１９号  

（設置及び目的） （設置及び目的）  

第１条 栗東の豊かな自然の中で集団活動と宿泊研修を通

じて、豊かな心を育み、明るくたくましい青少年を育成す

るとともに生涯学習の振興を図ることを目的として、栗東

市立自然体験学習センター（以下「センター」という。）

を設置する。 

第１条 栗東の豊かな自然の中での体験活動        を通

じて、豊かな心を育み、明るくたくましい青少年を育成す

るとともに生涯学習の振興を図ることを目的として、栗東

市立自然体験学習センター（以下「センター」という。）

を設置する。 

集団活動と宿泊研修に限定すること

なく、個人規模で、研修以外の幅広い

事業展開を可能とするため。 

（名称及び位置） （名称及び位置）  

第２条 （略） 第２条 （略）  

（事業） （事業）  

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 宿泊研修に限定することなく幅広い 

⑴ 青少年及び成人の宿泊研修並びに施設の提供 ⑴ 青少年及び成人の宿泊    並びに施設の提供 事業展開を可能とするため。 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略）  

 ⑷ 観光資源等を活用した事業の企画・運営、物品の販売  

⑷ （略） ⑸ （略）  

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理）  

第４条 （略） 第４条 （略）  

（指定管理者の指定の手続） （指定管理者の指定の手続）  
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【資料２】 

第５条 前条の規定による指定を受けようとする者は、事業

計画書その他の栗東市教育委員会規則（以下「教育委員会

規則」という。）で定める書類を添えて、市長に申請しな

ければならない。 

第５条 前条の規定による指定を受けようとする者は、事業

計画書その他の                規則                 

                 で定める書類を添えて、市長に申請し

なければならない。 

 教育委員会の規則整理による。 

２ （略） ２ （略）  

（協定の締結） （協定の締結）  

第６条 市長と指定管理者とは、教育委員会規則で定めると

ころにより、センターの管理に関する協定を締結するもの

とする。 

第６条 市長と指定管理者とは、          規則で定めると

ころにより、センターの管理に関する協定を締結するもの

とする。 

 教育委員会の規則整理による。 

第７条－第１４条 （略） 第７条－第１４条 （略）  

（事業報告書の提出） （事業報告書の提出）  

第１５条 指定管理者は、毎年度終了後、教育委員会規則で

定めるところにより、その業務に関する事業報告書を作成

し、市長に提出しなければならない。 

第１５条 指定管理者は、毎年度終了後、          規則で

定めるところにより、その業務に関する事業報告書を作成

し、市長に提出しなければならない。 

 教育委員会の規則整理による。 

第１６条・第１７条 （略） 第１６条・第１７条 （略）  

（利用の手続） （利用の手続）  

第１８条 センターを利用しようとする者は、指定管理者に

教育委員会規則で定めるところにより申請書を提出し、そ

の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更

しようとするときも、同様とする。 

第１８条 センターを利用しようとする者は、指定管理者に

教育委員会規則で定めるところにより申請        し、そ

の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更

しようとするときも、同様とする。 

 申請者の選択肢を広げるため。 

（利用の許可） （利用の許可）  

第１９条 指定管理者は、施設等の利用について、次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、利用を許可する。 

第１９条 指定管理者は、施設等の利用について、次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、利用を許可する。 

 施設の利用者増につなげるため。 

⑴－⑸ （略） ⑴－⑸ （略）  
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⑹ 営利を目的とする利用のとき。   

⑺ （略） ⑹ （略）  

２ （略） ２ （略）  

（利用の変更、停止及び取消し） （利用の変更、停止及び取消し）  

第２０条 （略） 第２０条 （略）  

（利用料金等） （利用料金  ）  

第２１条 利用者は、センターの利用に係る入館料及び料金

（以下「利用料金等」という。）を指定管理者に納付しな

ければならない。 

第２１条 利用者は、センターの利用に係る          料金

（以下「利用料金  」という。）を指定管理者に納付しな

ければならない。 

 利用のきっかけとなる気軽な立ち寄

りを促進するため。 

２ 前項の納付すべき利用料金等は、指定管理者があらかじ

め市長の承認を得て、別表に定める金額の範囲内において

定める額とする。 

２ 前項の納付すべき利用料金  は、指定管理者があらかじ

め市長の承認を得て、別表に定める金額の範囲内において

定める額とする。 

 入館料の削除による。 

 ３ 指定管理者は利用の取消しがあったときは、あらかじめ

市長の承認を得て、別表に定める金額の範囲を徴収するこ

とができる。 

条例や指針に記載がなく、現状の利用

形態として長期の仮押さえの防止対

策とするため。 

３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金等を定めたと

きは、直ちにこれを公表するとともに、施設内において利

用者の見やすい場所に掲示しなければならない。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金  を定めたと

きは、直ちにこれを公表するとともに、施設内において利

用者の見やすい場所に掲示しなければならない。 

 入館料の削除による。 

（利用料金等の収受） （利用料金  の収受）  

第２２条 前条第１項の規定により納付された利用料金等

は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定に基づき、指

定管理者の収入として収受させるものとする。 

第２２条 前条第１項の規定により納付された利用料金  

は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定に基づき、指

定管理者の収入として収受させるものとする。 

 入館料の削除による。 

第２３条－第２５条 （略） 第２３条－第２５条 （略）  

附 則 附 則  
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【資料２】 

１・２ （略） １・２ （略）  

別表（第２１条関係） 別表（第２１条関係）  使用料・手数料の見直しに係る 

ガイドラインに基づき見直し。 

区分 金額 備考 

入館

料 

大人 一人につき２

００円 

大人料金は中学生以上

を、小人料金は小学生を

対象とする。 小人 一人につき１

００円 

宿泊

室 

宿泊室１

（定員４

名） 

平日・休日１日

当たり１０，７

００円 

休前日１日当

たり１２，８０

０円 

１ １日とは、午後２時か

ら翌午前１０時までとす

る。 

２ 平日とは月曜日から金

曜日まで（祝日を除く。）

をいい、休日とは日曜日

及び祝日をいう。 

３ ７月１日から８月３１

日までの期間について

は、休前日の料金を適用

する。 

４ 定員を超えて利用する

ときは超過料金として、

大人１人につき２，２０

０円を、小人１人につき

１，１００円を徴収する。

５ 市内に所在する小学校

又は中学校が教育課程の

宿泊室２

（定員７

名） 

平日・休日１日

当たり１８，７

００円 

休前日１日当

たり２２，５０

０円 

宿泊室３

（定員８

名） 

平日・休日１日

当たり２１，４

００円 

休前日１日当

たり２５，７０

０円 

区分 金額 備考 

宿泊

室 

宿泊室１（定

員４名） 

              

              

       

      １日当た

り１９，２００

円 

１ １日とは、午後３時

から翌午前１０時まで

とする。 

                      

                    

                    

                    

     

                      

                    

                    

           

２ 定員を超えて利用す

るときは超過料金とし

て、大人１人につき３，

３００円を、小人１人

につき１，６５０円を

徴収する。 

３ 市内に所在する小学

校又は中学校が教育課

程の一環として１学年

を単位として使用する

宿泊室２（定

員７名） 

              

              

       

      １日当た

り３３，７５０

円 

宿泊室３（定

員８名） 

              

              

       

      １日当た

り３８，５５０

円 

入館料の削除。 

 

新たな利用者の受け入れ準備 

に要する時間を確保するため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿泊室の金額見直しに伴う見直し。 
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【資料２】 

一環として一学年を単位

として使用する場合にお

ける当該児童又は生徒

は、左記にかかわらず一

人一泊につき１，０００

円とする。 

６ 県内に所在する小学校

が教育課程の一環として

一学年を単位として使用

する場合における当該児

童は、左記にかかわらず

一人一泊につき１，５０

０円とする。 

７ 宿泊を伴わずに宿泊室

を使用する場合は、１室

１時間につき５００円と

する。この場合において、

冷房設備を使用したとき

は冷房料として５割を、

暖房設備を使用したとき

は暖房料として５割を加

算した額とする。 

研修

室 

大研修室 １時間につき

１，５００円 

１ 県内に所在する小学校

又は市内に所在する中学

校が教育課程の一環とし

て一学年を単位として宿

小研修室 １時間につき

５００円 

場合における当該児童

又は生徒は、左記にか

かわらず１人１泊につ

き１，０００円とする。

４ 県内に所在する小学

校が教育課程の一環と

して１学年を単位とし

て使用する場合におけ

る当該児童は、左記に

かかわらず１人１泊に

つき１，５００円とす

る（市内に所在する小

学校は除く）。 

５ 宿泊を伴わずに宿泊

室を使用する場合は、

１室１時間につき７５

０円とする。この場合

において、冷房設備又

は                  

            、暖房設

備を使用したときは、

利用料金に当該利用料

金の１００分の５０に

相当する額を加算して

得た額とする。 

研修大研修室 １時間につき １ 県内に所在する小学

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対象者を特定するため。 

 

 

宿泊室の金額見直しに伴う見 

直し。 

 

 

 

加算について明確にするため。 
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泊を伴い使用する場合

は、無料とする。 

２ 冷房設備を使用した場

合は冷房料として５割

を、暖房設備を使用した

場合は暖房料として５割

を加算した額とする。 

ホール １時間につき

１，０００円 

１ 県内に所在する小学校

又は市内に所在する中学

校が教育課程の一環とし

て一学年を単位として宿

泊を伴い使用する場合

は、無料とする。 

２ 冷房設備を使用した場

合は冷房料として５割

を、暖房設備を使用した

場合は暖房料として５割

を加算した額とする。 

応接室 １時間につき

５００円 

１ 県内に所在する小学校

又は市内に所在する中学

校が教育課程の一環とし

て一学年を単位として宿

泊を伴い使用する場合

は、無料とする。 

２ 冷房設備を使用した場

合は冷房料として５割

室 １，５９０円 校又は市内に所在する

中学校が教育課程の一

環として１学年を単位

として宿泊を伴い使用

する場合は、無料とす

る。 

２ 冷房設備又は      

                    

      暖房設備を使用

したときは、利用料金

に当該利用料金の１０

０分の５０に相当する

額を加算して得た額と

する。 

小研修室 １時間につき３

９０円 

ホール １時間につき４

５０    円 

１ 県内に所在する小学

校又は市内に所在する

中学校が教育課程の一

環として１学年を単位

として宿泊を伴い使用

する場合は、無料とす

る。 

２ 冷房設備又は      

                    

    、暖房設備を使用

したときは、利用料金

に当該利用料金の１０
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【資料２】 

を、暖房設備を使用した

場合は暖房料として５割

を加算した額とする。 
 

０分の５０に相当する

額を加算して得た額と

する。 

応接室 １時間につき１

４０円 

１ 県内に所在する小学

校又は市内に所在する

中学校が教育課程の一

環として１学年を単位

として宿泊を伴い使用

する場合は、無料とす

る。 

２ 冷房設備又は      

                    

      暖房設備を使用

したときは利用料金に

当該利用料金の１００

分の５０に相当する額

を加算して得た額とす

る。 

キャンセル料 当該利用料金の１００分の１００に相当

する額 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条例や指針に記載がなく、現状の利用 

形態として長期の仮押さえの防止対 

策とするため。 

 備考  

 １ 営利を目的として利用するときは、利用料金に当該利用

料金の１００分の１００に相当する額を加算して得た額と

する。 

金額による差別化により目的に合致 

した利用を促すため。 

 ２ 障害者等が利用するときは、当該宿泊室の利用料金は１  介助に要するスペースを確保するた 
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００分の５０に相当する額とする。「障害者等」とは、次の

いずれかに該当する者をいう。 

め。 

 （１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第

１５条に規定する身体障害者手帳の交付を受けている者 

 

 （２） 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発

児第１５６号）に規定する療育手帳の交付を受けている者 

 

 （３） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２

５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けている者 

 

 （４） 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）

第４条に規定する戦傷病者手帳の交付を受けている者 

 

 



第21条別表の改正

区分
現行金額 算定金額

上限金額

（1.5倍）
改定金額 設定理由

自然体験学習センター宿泊室1（定員4名） 12,800 78,958 19,200 19,200 算定金額が現行金額より増額するため上限金額を改定金額とした。

自然体験学習センター宿泊室２（定員7名） 22,500 44,957 33,750 33,750 算定金額が現行金額より増額するため上限金額を改定金額とした。

自然体験学習センター宿泊室３（定員８名） 25,700 39,314 38,550 38,550 算定金額が現行金額より増額するため上限金額を改定金額とした。

自然体験学習センター大研修室（1時間） 1,500 1,596 2,250 1,590 算定金額とし、端数処理をした。

自然体験学習センター小研修室（1時間） 500 399 750 390 算定金額とし、端数処理をした。

自然体験学習センターホール（1時間） 1,000 456 1,500 450 算定金額とし、端数処理をした。

自然体験学習センター応接室（1時間） 500 142 750 140 算定金額とし、端数処理をした。

備考欄等の改正について

・入館料を削除とした。

・1日を午後3時から翌午前10時とした。

・営利を目的とする場合は、利用料金の100分の100に相当する額を加算するとした。

・利用者に障害者等が含まれる場合は、利用料金の100分の50に相当する額とした。

・キャンセル料について記載した。

令和8年4月30日総合調整会議

【資料3】
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栗東市立自然体験学習センターの管理及び運営に関する規則新旧対照表 

現行 改正案 理由 

栗東市立自然体験学習センターの管理及び運営

に関する規則 
栗東市立自然体験学習センターの管理及び運営に関す

る規則 
 

平成１９年１０月１日 平成１９年１０月１日 

教委規則第７号 教委規則第７号 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 （略） 第１条 （略）  

（指定管理の手続） 

第２条 条例第５条第１項の規定による申請は、栗東市立

自然体験学習センター指定管理者指定申請書（別記様式

第１号）により、市長が定める期間内に行わなければな

らない。 

２ 条例第５条第１項の規則で定める書類は、次のとおり

とする。 

⑴ 年間事業計画書 

⑵ 年間収支予算書 

⑶ 定款等及び登記簿謄本（法人以外の団体にあって

は、これらに相当する書類） 

⑷ 役員及び業務に従事するものの名簿及び履歴書 

⑸ 当該法人その他の団体の過去２年間の活動実績の

概要を記載した書類 

⑹ 当該法人その他の団体の過去２年間の事業収支を

記載した書類 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書

 教育委員会の規則整理による。 
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類 

３ 前項第１号の年間事業計画書には、次に掲げる事項を

記載しなければならない。 

⑴ 経営方針又は運営規則 

⑵ 職員の体制 

⑶ 施設の運営・維持管理に係る計画 

⑷ 個人情報の保護に関して必要な事項 

⑸ 災害、事故その他の緊急事態が発生した場合の対応 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事

項 

（協定） 

第３条 条例第６条の協定には、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

⑴ 前条第２項第１号の事業計画書に記載された事項 

⑵ 委託費の額並びに支払い時期及び方法 

⑶ 施設内の物品の所有権の帰属 

⑷ 危険負担 

⑸ 指定管理者の指定解除に係る手続き 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事

項 

  

（事業報告書） 

第４条 条例第１５条の事業報告書は、栗東市立自然体験

学習センター事業報告書（別記様式第２号）によるもの

とする。 

２ 指定管理者は、事業報告書に次に掲げる事項を記載

し、毎年４月３０日までに市長に提出しなければならな
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い。 

⑴ 業務の実施状況 

⑵ 施設の利用状況 

⑶ 利用料金収入の実績 

⑷ 管理経費等の収支状況 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事

項 

（再委託の禁止） 

第５条 指定管理者は、管理業務を第三者に再委託しては

ならない。ただし、施設の管理に付随する個別の業務に

ついては、この限りではない。 

  

協定書及び仕様書に記載を行う。 

（使用者の範囲） 

第６条 センターを使用することができる者は、次のいず

れかに該当する団体で明確な研修目的をもって使用す

る場合に限るもの（指導者又は保護者を伴わない高校生

以下の単独による使用を除く。）とする。 

⑴ 義務教育諸学校の児童又は生徒 

⑵ 高等学校若しくは大学の生徒又はこれらに準ずる

者 

⑶ 前２号に規定する者を主たる構成員とする団体 

⑷ 前３号に規定するものを指導する者 

⑸ その他センターの目的を達成するため適当である

と教育委員会が認める団体 

   

利用者増につなげるため 

（利用の手続） （利用の手続）  

第７条 センターを利用しようとする者は、利用する日の

３月前（ただし、県内に所在する小学校又は市内に所在

第２条 センターを利用しようとする者は、利用する日の３月前

（ただし、県内に所在する小学校又は市内に所在する中学校が

 余裕をもった対応を行うため。 
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する中学校が教育課程の一環として一学年を単位とし

て使用する場合にあっては１年前                   

 ）から利用の７  日前までに、栗東市立自然体験学習

センター利用許可申請書（別記様式第３号）を指定管理

者に提出しなければならない。ただし、指定管理者が必

要と認めた場合は、この限りではない。 

教育課程の一環として１学年を単位として使用する場合にあ

っては利用日の属する年度の前年度）から利用の１０日前まで

に、                                                    

          指定管理者に申請しなければならない。ただし、指

定管理者が必要と認めた場合は、この限りではない。 

  

 申請時期を明確にするため。 

 

申請者の選択肢を広げるため。 

２ 指定管理者は、前項の利用許可申請書の提出があった

ときは、その使用目的、内容その他を検討し、適当と認

めたものについて利用許可を行う。 

２ 指定管理者は、前項の利用許可申請        があったとき

は、その使用目的、内容その他を検討し、適当と認めたものに

ついて利用許可を行う。 

  

３ 前２項の規定は、条例第１８条後段の規定による申請

について準用する。この場合において、第１項中「利用

許可申請書」とあるのは「利用変更許可申請書」と読み

替えるものとする。 

（利用料金等） 

第８条 指定管理者が条例第２１条第２項に規定する利

用料金等を定め、又は変更する場合において、同項の規

定により市長の承認を受けようとするときは、栗東市立

自然体験学習センター利用料金等承認申請書（別記様式

第４号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は前項の承認をしたときは、栗東市立自然体験学

習センター利用料金等承認書（別記様式第５号）を指定

管理者に交付するものとする。 

３ 前２項の規定は、条例第１８条後段の規定による申請につい

て準用する。                                            

                                                       

  

  

 

 

 

 

 教育委員会の規則整理による。 

 

（利用者の遵守事項） （利用者の遵守事項）  

第９条 利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。 

第３条 利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。  
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⑴ 利用当日に、住所、氏名、年齢及び性別を利用台帳

に記入すること。 

  日帰り客も対象となるため。 

⑵ ～⑾ （略） ⑴  ～⑽ （略）  

（委任） （委任）  

第１０条 （略） 第４条 （略）  

附 則 附 則  

１・２ （略） １・２ （略）  

別記様式第１号（第２条関係） 

（略） 

  

様式第２号（第４条関係） 

（略） 

  

様式第３号（第７条関係） 

（略） 

  

様式第４号（第８条関係） 

（略） 

  

様式第５号（第８条関係） 

（略） 
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栗東市立自然体験学習センターの指定管理の手続等に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、栗東市立自然体験学習センターの設置及び管理に関する条例（平成１９年栗東市

条例第１９号。以下「条例」という。）に基づき、栗東市立自然体験学習センター（以下「センター」

という。）の指定管理の手続等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理の手続） 

第２条 条例第５条第１項の規定による申請は、栗東市立自然体験学習センター指定管理者指定申請書

（別記様式第１号）により、市長が定める期間内に行わなければならない。 

２ 条例第５条第１項の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

⑴ 年間事業計画書 

⑵ 年間収支予算書 

⑶ 定款等及び登記簿謄本（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類） 

⑷ 役員及び業務に従事するものの名簿及び履歴書 

⑸ 当該法人その他の団体の過去２年間の活動実績の概要を記載した書類 

⑹ 当該法人その他の団体の過去２年間の事業収支を記載した書類 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 前項第１号の年間事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

⑴ 経営方針又は運営規則 

⑵ 職員の体制 

⑶ 施設の運営・維持管理に係る計画 

⑷ 個人情報の保護に関して必要な事項 

⑸ 災害、事故その他の緊急事態が発生した場合の対応 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（協定） 

第３条 条例第６条の協定には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 前条第２項第１号の事業計画書に記載された事項 

⑵ 委託費の額並びに支払時期及び方法 

⑶ 施設内の物品の所有権の帰属 

⑷ 危険負担 

⑸ 指定管理者の指定解除に係る手続 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（事業報告書） 

第４条 条例第１５条の事業報告書は、栗東市立自然体験学習センター事業報告書（別記様式第２号）

によるものとする。 
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２ 指定管理者は、事業報告書に次に掲げる事項を記載し、毎年４月３０日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 業務の実施状況 

⑵ 施設の利用状況 

⑶ 利用料金収入の実績 

⑷ 管理経費等の収支状況 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（利用料金） 

第５条 指定管理者が条例第２１条第２項に規定する利用料金等を定め、又は変更する場合において、

同項の規定により市長の承認を受けようとするときは、栗東市立自然体験学習センター利用料金承認

申請書（別記様式第３号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は前項の承認をしたときは、栗東市立自然体験学習センター利用料金等承認書（別記様式第５

号）を指定管理者に交付するものとする。 



８．導入に向けたスケジュール 

時期 内容 
総合調整

会議 

事務決裁

（指定管理

者制度担当

課合議） 

運
用
開
始
の
前
々
年
度 

10 月 包括モニタリング評価の実施   
 

11 月 
指定管理の継続についての方向性を決

定 
審議事項 ○ 

 

 

12 月 
サウンディング型市場調査の準備 

（実施要領・HPの作成、参加受付） 
  

 

 

1 月 
サウンディング型市場調査の実施 

（１か月程度） 
  

 

 

2 月 公募の準備 

（募集要項・仕様書・協定書（案）の

作成、条例改正の準備） 

  

 

 

3 月 

 

 

運
用
開
始
の
前
年
度 

4 月 議案の提出（条例改正案） 審議事項 ○ 
 

 

5 月    
 

 

6 月 条例改正（６月議会）   
 

 

7 月 
募集要項、業務指針、事業計画書様式

等の作成（議会へ報告） 
審議事項 ○  

8 月 
公募の実施（１か月間以上） 

（必要に応じて施設説明会の開催） 
   

9 月 

申請者の資格審査（施設所管課） 

無資格者に無資格通知 

有資格者に面接の通知 

   

10 月 
申請者の面接 

選定委員会の開催 
   

11 月 
候補者の決定（市長決裁） 

選定結果の通知 
報告事項 ○  

12 月 

債務負担行為の設定（１２月議会） 

指定議案の提案（１２月議会） 

（議決を経て指定管理者を指定） 

   

指定管理者制度の運用に関する指針（令和８年４月）から抜粋 



12 月 指定管理者の指定  ○  

1 月 
指定管理者との協議 

指定管理者の研修 （必要に応じて） 
  

 

 

2 月 

 

 

3 月 
指定管理者との協定書の締結  ○ 

 
業務引継ぎ   

開
始 

4 月 指定管理者による管理運営の開始   
 

 
 ※債務負担行為と指定議案の提案について、議案の提出順序は債務負担行為を先にする

ものとする。 

 ※総合調整会議への付議に関する決裁は、指定管理者制度担当課に合議すること。 
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○栗東市立自然体験学習センターの設置及び管理に関する条例 

平成１９年１０月１日 

条例第１９号 

（設置及び目的） 

第１条 栗東の豊かな自然の中で集団活動と宿泊研修を通じて、豊かな心を育み、明るくたくましい青

少年を育成するとともに生涯学習の振興を図ることを目的として、栗東市立自然体験学習センター

（以下「センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 栗東市立自然体験学習センター 

位置 栗東市観音寺４５９番地２０ 

（事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 青少年及び成人の宿泊研修並びに施設の提供 

⑵ 青少年及び成人の自然体験学習の指導 

⑶ 生涯学習の推進に関する事業 

⑷ その他センターの目的達成に必要な事業 

（指定管理者による管理） 

第４条 センターの管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせるも

のとする。 

（指定管理者の指定の手続） 

第５条 前条の規定による指定を受けようとする者は、事業計画書その他の栗東市教育委員会規則（以

下「教育委員会規則」という。）で定める書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を行ったもののうちから、次に掲げる基準に照らして総合的に審査

し、センターの管理を行わせるに最適と認めるものを、議会の議決を経て、指定管理者として指定す

るものとする。 

⑴ 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図れること。 

⑵ 施設の適切な管理及び管理経費の縮減が図れること。 

⑶ 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するものであること。 

⑷ 事業計画に沿って、計画的で適切な運営を安定して行う能力を有すること。 

（協定の締結） 

第６条 市長と指定管理者とは、教育委員会規則で定めるところにより、センターの管理に関する協定

を締結するものとする。 
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（指定管理者の業務の範囲） 

第７条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ センターの使用の許可に関する業務 

⑵ センターの維持管理に関する業務 

⑶ 第３条に規定する事業に関すること。 

⑷ その他センターの管理及び運営に関し市長が必要と認める業務 

（注意義務） 

第８条 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく教育委員会規則その他関係法令等を遵守し、善

良な管理者の注意義務をもって業務を行わなければならない。 

（施設の変更禁止） 

第９条 指定管理者は、施設等を模様替えし、又はこれに特別の設備を付設してはならない。ただし、

市長の承認を得た場合は、この限りでない。 

（目的外使用禁止） 

第１０条 指定管理者は、施設等を目的外に使用し、又は使用させてはならない。 

（守秘義務） 

第１１条 指定管理者の役員及び職員は、業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退

いた後も、同様とする。 

（個人情報の取扱い） 

第１２条 指定管理者は、個人に関する情報（以下「個人情報」という。）の漏えい、滅失、損傷及び

改ざんの防止その他の保有する個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定管理者の役員及び職員は、業務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的

に使用してはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（事業報告の聴取等） 

第１３条 市長は、センターの管理の適正を期するため、指定管理者に対し、その業務及び経理の状況

に関し、報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示を行うことができる。 

（指定の取消し） 

第１４条 市長は、指定管理者が前条の指示に従わないとき、又は当該指定管理者による管理を継続す

ることが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の停止を命じるこ

とができる。 

（事業報告書の提出） 

第１５条 指定管理者は、毎年度終了後、教育委員会規則で定めるところにより、その業務に関する事

業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。 

（開館時間） 

第１６条 センターの開館時間は、午前９時から午後８時までとする。ただし、指定管理者が特に必要
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があると認めるときは、市長の承認を得て、これを変更することができる。 

（休館日） 

第１７条 センターの休館日は、次に掲げるとおりとする。ただし、指定管理者が特に必要があると認

めるときは、市長の承認を得て、これを変更することができる。 

⑴ 水曜日。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日である

場合は、その翌日以後の最初の休日でない日 

⑵ １２月２９日から翌年１月３日までの日 

（利用の手続） 

第１８条 センターを利用しようとする者は、指定管理者に教育委員会規則で定めるところにより申請

書を提出し、その許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様

とする。 

（利用の許可） 

第１９条 指定管理者は、施設等の利用について、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、利用を

許可する。 

⑴ センターにおける秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

⑵ センターの設置の目的に反すると認められるとき。 

⑶ センターの施設又は設備を損傷するおそれがあると認められるとき。 

⑷ 感染症患者及びその疑いのあるとき。 

⑸ 危険物又は他人の迷惑となるような物品若しくは動物等を携帯するとき。 

⑹ 営利を目的とする利用のとき。 

⑺ その他センターの管理上支障があると認められるとき。 

２ 指定管理者は、前項の規定により許可をする場合においては、センターの管理上必要な限度におい

て、条件を付すことができるものとする。 

（利用の変更、停止及び取消し） 

第２０条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その利用条件を変更し、又は利用を

停止し、若しくは利用許可を取り消すことができる。 

⑴ 利用者が利用の目的に違反して利用したとき。 

⑵ 利用者が偽りその他不正の手段によって前条の規定による許可を受けたとき。 

⑶ 利用者が前条第１項各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

⑷ 利用者がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則の規定に違反したとき。 

⑸ 当該許可にかかる施設等が災害その他の事故により使用できなくなったとき。 

⑹ 指定管理者の指示に従わなかったとき。 

⑺ 指定管理者がセンターの管理運営上特に必要があると認めるとき。 

（利用料金等） 
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第２１条 利用者は、センターの利用に係る入館料及び料金（以下「利用料金等」という。）を指定管

理者に納付しなければならない。 

２ 前項の納付すべき利用料金等は、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て、別表に定める金額の

範囲内において定める額とする。 

３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金等を定めたときは、直ちにこれを公表するとともに、施

設内において利用者の見やすい場所に掲示しなければならない。 

（利用料金等の収受） 

第２２条 前条第１項の規定により納付された利用料金等は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定

に基づき、指定管理者の収入として収受させるものとする。 

（原状回復の義務） 

第２３条 利用者は、その施設の利用を終了したときは、その利用に係る施設及び設備を原状に回復し

なければならない。第２０条の規定により利用の許可を取り消されたときも、同様とする。 

（損害賠償） 

第２４条 施設等を損傷し、又は滅失した者は、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が

やむを得ない事情があると認めたときは、この限りでない。 

（委任） 

第２５条 この条例に定めるもののほか、センターの管理及び運営に関し必要な事項は、教育委員会規

則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第４条から第７条までの規定は平成１９年１

０月１日から施行する。 

（平成２０年教委規則第３号で平成２０年４月１日から施行） 

（栗東市議会の議決に付すべき公の施設の廃止及び長期かつ独占的利用に関する条例の一部改正） 

２ 栗東市議会の議決に付すべき公の施設の廃止及び長期かつ独占的利用に関する条例（昭和５６年栗

東町条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２１年３月２５日条例第１３号） 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年６月２９日条例第２５号） 

この条例は、平成２１年７月１日から施行する。 
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別表（第２１条関係） 

区分 金額 備考 

入館料 大人 一人につき２００円 大人料金は中学生以上を、小人料金は小学生

を対象とする。 小人 一人につき１００円 

宿泊室 宿泊室１（定員４

名） 

平日・休日１日当たり１

０，７００円 

休前日１日当たり１２，

８００円 

１ １日とは、午後２時から翌午前１０時まで

とする。 

２ 平日とは月曜日から金曜日まで（祝日を除

く。）をいい、休日とは日曜日及び祝日をい

う。 

３ ７月１日から８月３１日までの期間につい

ては、休前日の料金を適用する。 

４ 定員を超えて利用するときは超過料金とし

て、大人１人につき２，２００円を、小人１

人につき１，１００円を徴収する。 

５ 市内に所在する小学校又は中学校が教育課

程の一環として一学年を単位として使用する

場合における当該児童又は生徒は、左記にか

かわらず一人一泊につき１，０００円とする。

６ 県内に所在する小学校が教育課程の一環と

して一学年を単位として使用する場合におけ

る当該児童は、左記にかかわらず一人一泊に

つき１，５００円とする。 

７ 宿泊を伴わずに宿泊室を使用する場合は、

１室１時間につき５００円とする。この場合

において、冷房設備を使用したときは冷房料

として５割を、暖房設備を使用したときは暖

房料として５割を加算した額とする。 

宿泊室２（定員７

名） 

平日・休日１日当たり１

８，７００円 

休前日１日当たり２２，

５００円 

宿泊室３（定員８

名） 

平日・休日１日当たり２

１，４００円 

休前日１日当たり２５，

７００円 

研修室 大研修室 １時間につき１，５００

円 

１ 県内に所在する小学校又は市内に所在する

中学校が教育課程の一環として一学年を単位

として宿泊を伴い使用する場合は、無料とす

る。 

２ 冷房設備を使用した場合は冷房料として５

割を、暖房設備を使用した場合は暖房料とし

小研修室 １時間につき５００円 
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て５割を加算した額とする。 

ホール １時間につき１，０００

円 

１ 県内に所在する小学校又は市内に所在する

中学校が教育課程の一環として一学年を単位

として宿泊を伴い使用する場合は、無料とす

る。 

２ 冷房設備を使用した場合は冷房料として５

割を、暖房設備を使用した場合は暖房料とし

て５割を加算した額とする。 

応接室 １時間につき５００円 １ 県内に所在する小学校又は市内に所在する

中学校が教育課程の一環として一学年を単位

として宿泊を伴い使用する場合は、無料とす

る。 

２ 冷房設備を使用した場合は冷房料として５

割を、暖房設備を使用した場合は暖房料とし

て５割を加算した額とする。 

 



 

 

参考資料 2 

○栗東市立自然体験学習センターの管理及び運営に関する規則 

平成１９年１０月１日 

教委規則第７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、栗東市立自然体験学習センターの設置及び管理に関する条例（平成１９年栗東市

条例第１９号。以下「条例」という。）第２５条の規定に基づき、栗東市立自然体験学習センター（以

下「センター」という。）の管理及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理の手続） 

第２条 条例第５条第１項の規定による申請は、栗東市立自然体験学習センター指定管理者指定申請書

（別記様式第１号）により、市長が定める期間内に行わなければならない。 

２ 条例第５条第１項の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

⑴ 年間事業計画書 

⑵ 年間収支予算書 

⑶ 定款等及び登記簿謄本（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類） 

⑷ 役員及び業務に従事するものの名簿及び履歴書 

⑸ 当該法人その他の団体の過去２年間の活動実績の概要を記載した書類 

⑹ 当該法人その他の団体の過去２年間の事業収支を記載した書類 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 前項第１号の年間事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

⑴ 経営方針又は運営規則 

⑵ 職員の体制 

⑶ 施設の運営・維持管理に係る計画 

⑷ 個人情報の保護に関して必要な事項 

⑸ 災害、事故その他の緊急事態が発生した場合の対応 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（協定） 

第３条 条例第６条の協定には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 前条第２項第１号の事業計画書に記載された事項 

⑵ 委託費の額並びに支払い時期及び方法 

⑶ 施設内の物品の所有権の帰属 

⑷ 危険負担 

⑸ 指定管理者の指定解除に係る手続き 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（事業報告書） 
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第４条 条例第１５条の事業報告書は、栗東市立自然体験学習センター事業報告書（別記様式第２号）

によるものとする。 

２ 指定管理者は、事業報告書に次に掲げる事項を記載し、毎年４月３０日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 業務の実施状況 

⑵ 施設の利用状況 

⑶ 利用料金収入の実績 

⑷ 管理経費等の収支状況 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（再委託の禁止） 

第５条 指定管理者は、管理業務を第三者に再委託してはならない。ただし、施設の管理に付随する個

別の業務については、この限りではない。 

（使用者の範囲） 

第６条 センターを使用することができる者は、次のいずれかに該当する団体で明確な研修目的をもっ

て使用する場合に限るもの（指導者又は保護者を伴わない高校生以下の単独による使用を除く。）と

する。 

⑴ 義務教育諸学校の児童又は生徒 

⑵ 高等学校若しくは大学の生徒又はこれらに準ずる者 

⑶ 前２号に規定する者を主たる構成員とする団体 

⑷ 前３号に規定するものを指導する者 

⑸ その他センターの目的を達成するため適当であると教育委員会が認める団体 

（利用の手続） 

第７条 センターを利用しようとする者は、利用する日の３月前（ただし、県内に所在する小学校又は

市内に所在する中学校が教育課程の一環として一学年を単位として使用する場合にあっては１年前）

から利用の７日前までに、栗東市立自然体験学習センター利用許可申請書（別記様式第３号）を指定

管理者に提出しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認めた場合は、この限りではない。 

２ 指定管理者は、前項の利用許可申請書の提出があったときは、その使用目的、内容その他を検討し、

適当と認めたものについて利用許可を行う。 

３ 前２項の規定は、条例第１８条後段の規定による申請について準用する。この場合において、第１

項中「利用許可申請書」とあるのは「利用変更許可申請書」と読み替えるものとする。 

（利用料金等） 

第８条 指定管理者が条例第２１条第２項に規定する利用料金等を定め、又は変更する場合において、

同項の規定により市長の承認を受けようとするときは、栗東市立自然体験学習センター利用料金等承

認申請書（別記様式第４号）を市長に提出するものとする。 
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２ 市長は前項の承認をしたときは、栗東市立自然体験学習センター利用料金等承認書（別記様式第５

号）を指定管理者に交付するものとする。 

（利用者の遵守事項） 

第９条 利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 利用当日に、住所、氏名、年齢及び性別を利用台帳に記入すること。 

⑵ 指定管理者の許可を受けていない施設及び設備を利用しないこと。 

⑶ 許可された利用時間を厳守し、その時間内に原状に復し、整頓及び清掃を行うこと。 

⑷ あらかじめ指定管理者の承認を受けた場合を除き、施設内での物品の販売、飲食物の提供又はポ

スター等の貼付を行わないこと。 

⑸ 許可を受けた目的以外に利用しないこと。 

⑹ 騒音を発するなど他人に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

⑺ 火災予防に万全を期し、所定の場所以外で喫煙等火気を使用しないこと。 

⑻ センター及び周辺の立竹木を無断で伐採しないこと。 

⑼ 利用の権利を他人に譲渡したり、又は転貸しないこと。 

⑽ 施設の管理運営上支障をきたすような行為をしないこと。 

⑾ その他指定管理者の指示に従うこと。 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、センターの管理及び運営について必要な事項は、指定管理者

が栗東市教育委員会教育長の承認を得て別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この規則は、条例の施行の日から施行する。ただし、第２条及び第３条の規定は平成１９年１０月

１日から施行する。 

（新型コロナウイルス感染症の影響による申請手続の特例） 

２ 新型コロナウイルス感染症（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附

則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。）の影響により、指定管理者の公

募を実施することが適当でなく、現に指定されている指定管理者と同じ者が再度条例第５条第１項に

規定する申請を行う場合、第２条第２項各号に掲げる書類の添付を省略することができる。 

附 則（平成２０年１０月３１日教委規則第９号） 

この規則は、平成２０年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２２年２月２３日教委規則第３号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年８月２０日教委規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 


